
   

令和 8 年度大津市農業再生協議会水田収益力強化ビジョン 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

大津市は南北に長く、気象条件や土壌条件も異なるが、全域で水稲を中心に麦、大豆、露地野菜等の

土地利用型作物を組み合わせた生産が行われている。 
ほ場整備事業が実施された地域では、担い手への農地集積とブロックローテーションによる効率的な

経営が進められているが、近年では、単収や品質の年次間変動もあり、改善のための対策が必要である。 
野菜や果樹、花きなどの作物については、都市近郊の立地を生かし、水田を活用した高収益作物の取

り組みと重点作物野菜７品目（じゃがいも、人参、玉ねぎ、キャベツ、ブロッコリー、ネギ、さつま

いも）の作付を中心に直売所や道の駅、学校給食などへの出荷を積極的に推進している。 
農業従事者の高齢化と後継者不足は依然と深刻であり、特に狭隘な農地や中山間地域では鳥獣被害も

相まって営農意欲が衰退し、農地の荒廃が深刻化している。 
 
 
２ 高収益作物の導入や転換作物等の付加価値の向上等による収益力 

強化に向けた産地としての取組方針・目標 
 

重点作物野菜７品目をはじめ少量多品目などの農業所得の増大につながる特色ある農産物の面積

拡大や水田野菜等高収益作物の導入を推進することにより、地域や農業者の実情に応じた取り組

みを今後も進める。また、食の外部化が進むなかでも、学校給食を含む加工・業務用野菜は中・

長期的に安定した取扱量と価格が期待できることから、流通体制の構築と取扱面積の拡大を目指

す。更に、令和８年産麦は作付が減少したが、排水対策や基本技術の徹底による単収・品質向上

を強く推進するとともに、大豆では多収技術の励行により単収・品質の向上と安定生産を図る。 

輸入飼料の代替えとして、子実用とうもろこしの生産と畜産農家への供給に取り組むことによ

り、耕種農家と連携した農畜産物の特徴づけと付加価値の向上による収益強化を目指す。 
 
 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

地域計画と連動した農地の利用集積と団地化の推進を図り、「地域計画」により明確化された地

域の核となる担い手へ農地集積に取り組むととともに、国から提供される主食用米の需要動向と

実需者からの要望量などの地域実情を踏まえつつ、ブロックローテーションによる麦・大豆の生

産や高収益作物、非主食用米等の作付けを組み合わせ、水田の有効利用・高度利用を推進する。 

また、将来に向けて輪作体系が維持できるよう、実情に応じた作物の導入を図ることにより、

畑作物の本格生産に取り組もうとする農業経営を推進する。加えて、地力増進作物や麦における

後期重点施肥などの安定収量を目指した技術を推進する。更に、営農計画書を基に水田の利用状

況を確認し、畑作物の作付けが定着しているほ場に対し、農業者の今後の作付け意向を確認しつ

つ畑地化の意向がある場合は支援し、畑地化に向けて高収益作物等の導入・定着化を図る。 

 

 

４ 作物ごとの取組方針等  

需要に応じた「売れる品目・品種」を選定し、経営規模や栽培環境に合わせた適地適作・作期

分散を推進することで水田をフル活用し、本市農業の生産力の向上と所得向上を図る。 
（１）主食用米 



売れる米づくりの為、基本技術を徹底した安全・安心で高品質な米の生産により大津市ならで

はの米づくりを進めるとともに需要に応じた米生産の取り組みと都市近郊の特徴を活かした地域

内流通を推進する。 

 

（２）備蓄米 

取組まない。 

 

（３）非主食用米 

 ア 飼料用米 

非主食用米の取組の中心的品目と位置付けて実需者との契約に基づく計画的な生産を

推進する。作付に当たっては、「飼料用米栽培ごよみ」等による品質確保と低コスト生産

を進める。 

 イ 米粉用米 

実需者との契約に基づく計画的な生産を推進する。 
 ウ 新市場開拓用米 

コメ新市場開拓用米酒造好適米において実需者との契約に基づく計画的な生産を推進 

する。 

 エ WCS 用稲 

取組まない。 

 オ 加工用米 

実需者との結びつきを強化し、需要に応じた計画的な作付を推進する。 

 

（４）麦、大豆、飼料作物 

集落経営体を中心として団地化及びブロックローテーションを継続し、播種前契約に基づく確

実な作付を行う。大麦（ファイバースノウ）の適地適作と小麦（びわほなみ）の栽培を推進し需

要に応じた栽培拡大を図る。あわせて排水対策をはじめ、土づくり、適期適正播種、病害虫・雑

草防除、適期収穫など、基本技術を励行する。大豆では早生品種（ことゆたか A1 号等）の高品質

化、多収栽培を推進し、北部地域への作付を推進する。特に大豆 300A 技術の推進により収量およ

び品質の向上を図るとともに麦・大豆の産地化を目指す。 

飼料作物では収益性の高い子実用とうもろこし等の定着を進め、地域内流通による安定した生

産を進める。 
 

（５）そば、なたね 

地域の振興作物と位置づけて需要に応じた作付を推進するとともに、契約栽培を推進する。 
 

（６）地力増進作物 

農業生産の基盤である土壌の生産力向上を図るため、地力増進作物を使ったこだわり米や高収

益作物への転換に向けた土づくりの取り組みを推進する。 
 

（７）高収益作物 

都市近郊地域の特色を活かした生産体系の確立を図る。高収益作物の取組を中心とした重点作

物野菜７品目の位置付け及び露地野菜等地域の実情に応じた品目の作付と経営品目複合化による経

営力強化を推進する。加えて、特産作物としての定着推進、産地化に向けた販売等の取組強化を

進めていく。また、直売所や道の駅への地産地消をはじめ、需要拡大に向けて学校給食の活用及

び契約栽培をより一層推進する。 



 

（８）畑地化 

より効率的に高収益作物や麦・大豆等の生産が行われるよう、畑地化の取組を地域の状況に応

じて推進する。 

 

５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ８ 産地交付金の活用方法の明細  

別紙のとおり 
 

 ※ 農業再生協議会の構成員一覧（会員名簿）を添付してください。 



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

1017.6 1038.8 1048.0

21.7 16.1 24.0

4.3 2.9 5.0

1.7 1.6 3.0

101.5 69.1 70.0 45.0 99.0 58.0

100.4 31.2 80.0 25.0 103.0 311.0

4.1 4.4 7.0

・子実用とうもろこし 4.1 4.4 7.0

0.2 0.2 0.7

36.8 36.8 32.0 32.0 34.0 32.0

31.0 32.8 26.8

・野菜 27.8 26.9 25.0

・花き・花木 1.2 4.0 1.5

・果樹 2.0 1.9 0.3

・その他の高収益作物

・○○

0.0 0.0 1.0

麦

作物等

前年度作付面積等
当年度の

作付予定面積等
令和８年度の
作付目標面積等

主食用米

備蓄米

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米

その他

畑地化

大豆

飼料作物

そば

なたね

地力増進作物

高収益作物



６　課題解決に向けた取組及び目標

前年度（実績）ha 8年度目標値　ha

1 大麦・大豆 (基幹作)
大麦・大豆生産性・品質向
上助成（規模・技術対策
型・基幹作）

大麦・大豆栽培面積拡
大

大豆　  　68.8　大
麦       1.1

90

2 小麦（基幹作）
小麦生産性・品質向上
助成（規模・技術対策
型・基幹作）

小麦栽培面積拡大 31.2 32

3 環境こだわりそば(基幹作)
環境こだわりそば助成(基
幹作)

そば栽培面積拡大 0.24 0.7

4・5
地力増進作物（基幹作・二毛
作)

地力増進作物助成（基
幹作・二毛作）

栽培面積拡大 36.8 34

6
別表に定める野菜・果樹・
花き・花木・雑穀・特用作
物（基幹作)

野菜・果樹・花き・花
木、雑穀・特用作物助
成(基幹作)

高収益作物等栽培面積
拡大

29.1 26

7 麦・大豆(団地化)
麦・大豆生産性・品質
向上助成(団地化)

栽培面積拡大
大豆　　35.7
麦　　　28.7

86

8
米粉用米・飼料用米・子実用と
うもろこし（基幹作）

新規需要米、飼料作物
助成

栽培面積拡大 16.6 26.9

9
別表に定める重点作物(基幹
作)

重点作物加算(基幹作) 栽培面積拡大 16.2 7.2

10・11 麦生産性加算 麦(基幹・２毛作) 栽培面積維持  ― 67.0

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。
※　目標期間は３年以内としてください。

整理
番号

対象作物 使途名 目標



７　産地交付金の活用方法の概要

都道府県名：滋賀県

協議会名：大津市農業再生協議会

1
大麦・大豆生産性・品質向上助成
（規模・技術対策型・基幹作）

1 9,000 大麦、大豆(基幹作)

別紙に定める技術対策のうち、排水溝（明渠）を必須とし、排水
溝以外に2つ以上実施していること
その他　上記取組の要件の判定に二毛作部分を含める事がで
きるものとする

2
小麦生産性・品質向上助成（規模・

技術対策型・基幹作）
1 7,000 小麦(基幹作)

別紙に定める技術対策のうち、排水溝（明渠）を必須とし、排水
溝以外に2つ以上実施していること
その他　上記取組の要件の判定に二毛作部分を含める事がで
きるものとする

3 環境こだわりそば助成(基幹作) 1 9,000 環境こだわりそば(基幹作) 排水対策を実施し、環境こだわり農産物の認証を受けている事

4・5
地力増進作物助成（基幹作・二毛

作）
1・2 4,000

地力増進作物(基幹作・二毛
作)

地力増進を行う為、　地力増進作物の栽培を行う事
対象作物の播種時期は　10月～11月、すき込み時期は4月～5
月までとする

6
野菜・果樹・花き・花木、雑穀・特用

作物助成(基幹作)
1 9,000

別表に定める野菜・果樹・花
き・花木・雑穀・特用作物(基

幹作)

取組申出書の提出
助成対象作物を出荷・販売を行いその記録管理を行う事
また、１つの主要な作物以外に出荷・販売を行っている場合は、
同様にその記録管理を行う事
ほ場条件の改善（果樹を除いて明渠、暗渠の施工、高畝栽培、
心土破砕、土づくりのいずれか）を取組む
その他の要件
取組面積の合計が１a以上の場合にのみ助成対象とする。
同一ほ場で年２回以上作付けする場合は、１つの主要な作物の
みを助成対象とする果樹等の永年性作物は、令和4年以降の
新植で、植栽から３年以内の作物を対象とする。

7
麦・大豆生産性・品質向上助成(団

地化)
1 5,000 麦・大豆(団地化)

団地化計画書（ほ場一覧表、構成員名簿、ほ場位置図）を作成
すること。
次の①～②、いずれかの要件に該当している事
①ひとつの助成対象作物について、概ね１ha以上連担して団地
が形成されている事
②概ね２ha以上の団地が形成されており、ひとつの助成対象作
物について概ね１ha以上作付けが行われている事
この場合、団地を構成する作物は、湛水性作物以外の作物と
し、調整水田、保全管理等の不作付地は含まない
その他の要件
団地内の河川や道路等の線的施設または既存の畑および農業
用施設、農家住宅等が介在していても、大型農業機械の往来に
支障がない限り団地として取り扱う

8 新規需要米、飼料作物助成 1 7,000
米粉用米・飼料用米・子実用
とうもろこし(基幹作)

土づくり及び適期・適正な病害虫の防除を実施している事
作業日誌で確認、新規需要用米の看板設置する事
需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領別紙２の第４
の２に基づき、新規需要米取組計画の認定を受けている事
農協等との出荷契約または実需者等との販売契約が締結さ
れ、出荷されている事

9 重点作物加算(基幹作) 1 9,000
別表に定める重点作物(基

幹作)
栽培計画・販売証明を作成・提出する事

10・11 麦生産性加算 1・2 1,000 麦(基幹・２毛作) 栽培計画・販売証明を作成・提出する事

対象作物
※３

取組要件等
※４

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名
称に「○○○（耕畜連携）」と記入してください。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象
とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。


